
３章　個別の危機管理

新たな危機事象への対応
　児童生徒等を取り巻く環境は日々変化しており、事件・事故・自然災害のみならず、近年は、スマート
フォンやSNSの普及に伴う犯罪被害も顕在化しています。また、学校への犯罪予告やテロ、弾道ミサイル
発射等の国民保護に関する事案等の新たな危機事象への対応が求められており、学校における危機管理は、
社会情勢の変化に応じて適時適切に見直しを図り、常に最新の状況にしておくことが重要です。なお、避難
訓練など国民保護に係る取組を実施する際には、保護者、児童生徒等に対し、例えば、全国瞬時警報システム
（以下「Jアラート」）による情報伝達や避難訓練の趣旨（緊急時に主体的に行動し、適切に対処する力を身に
付ける）を正しく理解させるなど、必要以上に不安にさせたりすることがないように十分配慮してください。

弾道ミサイル発射に係る対応について

【１】Ｊアラートを通じて緊急情報が発信された際の対応
　弾道ミサイルが着弾した際は、爆風や破片等による危険が想定されるため、それらから身を守る行動をとること
が必要です。正しい知識を身に付け、適切な避難行動をとることにより、被害を最小限にすることが可能です。

（１）Jアラートによる情報伝達と学校における基本的な避難行動の流れ

　弾道ミサイルが発射され、日本に飛来する可能性がある場合は、Jアラート等により情報伝達されます。Jアラート
により国から緊急情報が発信されると、これを受信した市町村では、防災行政無線の警報が屋外スピーカー等を
通じて流れるなど、様々な手段により住民へ情報が伝達されます。また、携帯電話等にもエリアメール・緊急速報
メールが配信されます。
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Jアラートによる情報伝達と学校における避難行動（例）
行動の基本「姿勢を低くし、頭部を守る」

弾道ミサイル発射情報・避難の呼び掛け

追加情報※3

ミサイル通過情報

日本の上空を通過

追加情報があるまで引き続き屋内
避難を継続する※2 

屋内避難は解除
○ 不審なものを発見した場合には、決して近寄らず、直ちに警察、消防
や海上保安庁に連絡する

【屋外にいる場合】
○ 近くの建物の中や地下に避難し、床に伏せて頭部を守る
 （可能であれば頑丈な建物が望ましいが、近くにない場合はそれ以外の建物に避難）

○ 近くに避難できる建物がない場合は物陰に身を隠すか、地面に伏せて頭部を守る

【屋内にいる場合】
○ できるだけ窓から離れ、できれば窓のない部屋に移動する※1
○ 床に伏せて頭部を守る

落下場所等についての情報

直ちに避難の呼び掛け

日本に落下する可能性がある 日本の領海外の
海域に落下

落下場所等の情報

ミサイル発射。ミサイル
発射。●●からミサイル
が発射された模様です。
建物の中又は地下に避難
してください。

直ちに避難。
直ちに避難。
直ちに建物の中、又は地下
に避難してください。
ミサイルが落下する可能性
があります。
直ちに避難してください。

姿勢の一例
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直ちに◆と同様の行動をとる
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学校への犯罪予告・テロへの対応について
　学校への爆破予告などの犯罪予告があった場合、警察等の関係機関と連携した対策が求められます。自分の学校
だけが受信している場合や近隣の学校等にも同様の予告がなされている場合など、状況によっても対応は異なり
ますが、警察の指示の下、教育委員会と連携し事案に応じて適切に対処することが必要です。
　例えば、爆破予告等の情報等があった場合、児童生徒等を不安にさせない配慮をしつつ最悪の状況を想定し、
安全を第一とした対応が求められます。当該情報に最初に触れた教職員は管理職等へ報告し、速やかに校内で情報
共有するとともに、学校から速やかに教育委員会や警察へ通報し、指示や情報を得ることが第一です。　
　また、世界の各地において、病院やホテル・コンサート会場・交通施設等、多くの人が集まる民間施設を標的
としたテロが発生し、多くの尊い命が犠牲となっています。こうしたソフトターゲットを標的としたテロが日本でも
発生する可能性が否定できないことから、学校が標的となり得る点を踏まえ、警察等の関係機関と連携した対策が
求められます。その際も、弾道ミサイルへの対応と同様に、学校独自に考えるのではなく、自治体の国民保護計画に
沿って、発生する事案の状況に応じてあらかじめ必要な情報を共有し、いざというときに児童生徒等の安全確保が
できるように備えることが重要です。
　学校においては、不審なものがないか等、以前と異なる状況を早期に発見できるよう、日頃から学校環境を整備し、
特に薬品等の備品管理を徹底するとともに、安全点検等を実施することも大切です。

○ 以上の情報は、平成30年1月時点での国民保護ポータルサイト上の情報に基づき、学校での対応の視点を
加味して作成したものです。「国民保護」に関する対応は、日々、新たな情報が更新されますので、本手引の
みにとらわれず、最新の情報を国民保護ポータルサイト等で取得し、適宜、危機管理マニュアルに反映する
ようにしてください。

◆ 国民保護とは、万一、武力攻撃や大規模テロがあった際に、国、地方公共団体、関係機関などが協力して
行う住民を守るための仕組みであり、その仕組みを定めたものが国民保護法（正式名称「武力攻撃事態等
における国民の保護のための措置に関する法律」）です。
この中で、各自治体の長等が各自治体等で策定された国民保護計画の定めに基づき訓練することについて、
次のように規定されています。
【第42条第１項】
　指定行政機関の長等は、それぞれその国民の保護に関する計画又は国民の保護に関する業務計画で定める
ところにより、それぞれ又は他の指定行政機関の長等と共同して、国民の保
護のための措置についての訓練を行うよう努めなければならない。この場
合においては、災害対策基本法第48条第1項の防災訓練との有機的な連携
が図られるよう配慮するものとする。

◆ 国民保護に関する情報は以下のポータルサイトをご参照ください。
【内閣官房　国民保護ポータルサイト】
http://www.kokuminhogo.go.jp/
【総務省消防庁】
http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList2_1.html

◆ 全国瞬時警報システム（Jアラート）は、弾道ミサイル情報、緊急地震速報、津波警報
など、対処に時間的余裕のない事態に関する情報を国（内閣官房・気象庁から消防庁
を経由）から送信し、市町村防災行政無線（同報系）等を自動起動することにより、
国から住民まで緊急情報を瞬時に伝達するシステムです。
市町村防災行政無線（同報系）等から流れる国民保護サイレン音は、国民保護ポータル
サイトから確認できます。
また、Ｊアラートにより情報伝達があった場合は、同時に携帯電話にエリアメール・
緊急速報メールが配信されます。ミサイル情報を伝達するエリアメール・緊急速報
メールの着信音は、津波や火山情報などに関するエリアメール・緊急速報メールと
同じ着信音です。

国民保護とは

全国瞬時警報システム（Jアラート）とは

２

国民保護法に

基づく訓練
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